
東日本大震災調査特別委員会資料（２）

１　概要

２　区分毎応援職員数（中長期派遣）

（１）地方自治法等による派遣（９５団体 ９０７人）

№ H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 実人数

1 北海道 2 1 1 1 4

2 北海道 札幌市 2 2

3 青森県 青森市 1 3 1 2 4

4 岩手県 一関市 2 2 2 2 4 4 4 4 4 2 2 15

5 宮城県 24 48 46 38 31 24 21 21 14 6 2 1 99

6 宮城県 仙台市 1 6 6 8 8 8 6 2 19

7 宮城県 栗原市 1 2 2 2 2 2 2 2 1 1 9

8 宮城県 富谷市 1 1 1 1

9 秋田県 秋田市 1 1 1 1 1 1 1 1 1 5

10 山形県 長井市 1 1

11 山形県 白鷹町 1 1

12 茨城県 石岡市 1 1 2

13 埼玉県 さいたま市 1 1 2 2 2 2 2 1 9

14 埼玉県 熊谷市 1 1

15 千葉県 1 1 1 1 1 1 5

16 千葉県 千葉市 2 2 4 4 4 4 4 2 1 22

17 千葉県 松戸市 1 1

18 千葉県 野田市 1 1

19 千葉県 柏市 1 2 2 2 2 2 1 10

20 千葉県 八千代市 1 1

21 千葉県 一宮町 2 2

22 千葉県 長生村 1 1

23 東京都 18 15 15 11 4 1 18

24 東京都 文京区 1 1 1 1 1 1 1 1 1 8

25 東京都 台東区 1 1 1

応援職員のとりまとめ報告について

派遣元団体

令 和 ５ 年 ５ 月 ９ 日

総 務 部 人 事 課

震災後，通常業務に加えて，震災からの復旧・復興事業に取り組むため，多くのマンパ

ワーが必要になりました。

発災後から，相互応援協定を締結していた宮城県や目黒区，一関市だけではなく，関西

広域連合や全国市長会，東京都，東京都特別区長会を通じた支援等により，全国の自治体

から職員を派遣いただいたほか，民間会社からも派遣をいただきました。

また，復興庁では，各復興局で期間業務職員を採用し，被災自治体とマッチングを行

い，市町村応援職員として駐在させる取り組みを実施し，本市にも多くの職員を派遣いた

だきました。

このほか，平成25年１月からは市任期付職員の採用も開始し，復旧・復興事業に取り組

んできました。

その結果，全体の応援職員の数は，平成23年度から今年度までの13年間で，派遣職員は

104団体939人，市任期付職員は229人，合計で1,168人となっています。
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№ H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 実人数派遣元団体

26 東京都 目黒区 4 4 4 4 4 4 3 3 3 10

27 東京都 世田谷区 1 4 3 4 4 4 3 2 1 13

28 東京都 杉並区 1 1

29 東京都 豊島区 1 1 1 1 1 1 1 1 1 5

30 東京都 北区 1 1 1 1 1 1 1 1 1 7

31 東京都 足立区 2 1 2

32 東京都 江戸川区 25 26 26 27 19 18 17 7 4 1 1 139

33 東京都 町田市 2 3 2 2 1 3 2 2 2 13

34 神奈川県 2 2 4 4 4 7 9 8 9 6 5 32

35 神奈川県 横浜市 2 2 3 3 3 3 3 14

36 神奈川県 川崎市 1 1 2 2 2 2 2 2 1 9

37 石川県 金沢市 2 1 1 1 1 1 1 8

38 石川県 宝達志水町 1 1

39 福井県 勝山市 1 1

40 福井県 あわら市 1 1

41 山梨県 笛吹市 1 1 1

42 山梨県 上野原市 1 1

43 長野県 伊那市 3 2 1 1 4

44 岐阜県 岐阜市 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 11

45 静岡県 静岡市 3 3 3 2 2 4 2 1 1 1 1 18

46 愛知県 1 1

47 愛知県 名古屋市 1 1 1 1 1 1 5

50 愛知県 一宮市 1 1 2

49 愛知県 小牧市 1 1 1 1 1 1 6

51 愛知県 大府市 1 1 1 1

48 愛知県 名古屋港管理組合 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11

52 三重県 桑名市 1 1 1

53 滋賀県 長浜市 2 3 3 2 1 3

54 大阪府 大阪市 1 1 1 1 1 1 1 3

55 大阪府 吹田市 1 1 1 1 1 2

56 大阪府 高槻市 1 1

57 大阪府 八尾市 1 1

58 大阪府 富田林市 1 1 1

59 大阪府 箕面市 1 1 1 1 1 1 2

60 兵庫県 1 10 13 16 21 25 23 22 17 6 3 70

61 兵庫県 尼崎市 5 6 3 4 5 3 3 3 2 2 1 32

62 兵庫県 明石市 2 4 5 5 4 2 21

63 兵庫県 阪神水道企業団 1 1 1 1

64 島根県 浜田市 1 3 2 1 1 1 1 4

65 岡山県 岡山市 1 1 1 1 1 1 3

66 広島県 広島市 4 4 4 2 2 1 1 1 1 9

67 広島県 江田島市 5 2 2 1 1 1 11

68 山口県 光市 1 1

69 香川県 三豊市 1 1

70 愛媛県 松山市 1 1

71 愛媛県 新居浜市 11 1 1 1 1 15

72 愛媛県 西予市 1 1 2

73 高知県 1 1 1
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№ H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 実人数派遣元団体

74 福岡県 大牟田市 3 2 1 3 1 1 7

75 佐賀県 佐賀市 10 4 5 4 3 1 24

76 佐賀県 鳥栖市 1 1 1 1 1 1 6

77 佐賀県 伊万里市 2 2

78 佐賀県 嬉野市 2 2

79 大分県 臼杵市 1 1 1 1 1 1 3

80 宮崎県 都城市 2 2 2 2 2 1 1 1 1 13

81 宮崎県 延岡市 1 1

82 宮崎県 日南市 1 1 1 1 1 1 1 1 8

83 宮崎県 えびの市 1 1

84 鹿児島県 1 2 2 2 2 9

85 鹿児島県 教育委員会 1 1 1 1 1 1 4

86 鹿児島県 鹿児島市 2 2 2 2 2 2 2 2 1 1 17

87 鹿児島県 薩摩川内市 1 1 1 1 1 1 1 1 3

88 鹿児島県 霧島市 1 1 1 1 1 1 1 6

89 鹿児島県 いちき串木野市 1 1 1

90 鹿児島県 南九州市 1 1 2 1 4

91 鹿児島県 さつま町 1 1 1

92 鹿児島県 中種子町 1 1

93 鹿児島県 喜界町 1 1 1

94 鹿児島県 徳之島町 1 1 1

95 1 8 12 14 10 8 12 13 13 10 6 2 47

8 169 194 201 198 176 169 154 129 103 42 23 3 907

（２）民間団体からの派遣（９団体 ３２人）

№ H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 実人数

1 2 3 3 3 1 9

2 1 1 1 1

3 3 3 3

4 1 1 1 1

5 2 6 7 7 6 10

6 1 1 1 1 1 3

7 1 1

8 1 2 1 3

9 1 1 1 1

9 16 14 13 9 1 1 1 1 32

（３）市任期付職員の採用（２２９人）

№ H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 実人数

1 22 27 45 65 82 120 103 110 98 64 46 12 229

※　実人数は，複数回に渡り派遣又は採用された場合は，その都度カウントした値としている。

派遣元団体

区分

計

計

市任期付職員

（独）都市再生機構

（一財）札幌市水道サービス協会

（公財）東京都都市づくり公社

浜田市土地開発公社

（公財）松山市文化・スポーツ振興財団

佐賀県（建設会社）

東急不動産株式会社

ＫＤＤＩ株式会社

経済同友会各企業

復興庁宮城復興局
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